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注目の
法改正問題演習
重要な法改正箇所を問題演習形式で学習していきましょ
う。直近1～ 2年で未出題の改正事項と試験公示後の改正
事項（2026年度試験範囲）をピックアップしています。 社会保険労務士 

加藤光大

１ 労働基準法
問　１ 	 労働基準法第５条が禁止する労働者の意思に反する強制労働については、労働基
準法上最も重い罰則（１年以上10年以下の拘禁刑又は20万円以上300万円以下の罰金）
が定められている。
解説１ 	 「強制労働」の規定に違反した者には、設問の罰則が科されます。�▶法117条  ○
改正事項
刑法において、懲役及び禁錮を廃止し、これらに代えて拘禁刑が創設されたことから、労働基
準法等の罰則の規定が改正されました。他の罰則規定や他の法律の規定においても、これに準じ
た改正（「懲役」や「禁錮」とあった箇所を「拘禁刑」とする改正）が行われています（令和７年
６月１日施行）。

２ 労働安全衛生法
問　１ 	 事業者は、暑熱な場所において連続して行われる作業等熱中症を生ずるおそれの
ある作業を行うときは、あらかじめ、当該作業に従事する者が熱中症の自覚症状を有する
場合又は当該作業に従事する者に熱中症が生じた疑いがあることを当該作業に従事する他
の者が発見した場合にその旨の報告をさせる体制を整備し、当該作業に従事する者に対
し、当該体制を周知するよう努めなければならない。
解説１ 	 「周知するよう努めなければならない」とありますが、設問の規定は、「周知させ
なければならない」という義務規定です。� ▶則612条の２　×
改正事項
熱中症による健康障害の疑いがある者の早期発見や重篤化を防ぐために必要な対応を事業者に
義務づけることとし、新たに設問の規定を設けました（令和７年６月１日施行）。

ポイント　「作業に従事する者」というのは、労働者だけでなく、労働者と同一の場所において当
該作業に従事する労働者以外の者を含みます。
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問　２ 	 労働安全衛生法第４条において、「労働者及び労働者以外の者で Ａ は、労働
災害を防止するため必要な事項を守るほか、事業者その他の関係者が実施する労働災害の
防止に関する措置に協力するように努めなければならない。」と労働者等の責務を規定し
ている。
解説２ 	 Ａ　労働者と同一の場所において仕事の作業に従事するもの� ▶法４条　
改正事項
労働者の責務として「労働災害を防止するため必要な事項を守ること」等が規定されていると
ころ、これを参考に、個人事業者等についても自身の災害や労働災害を防止するために必要な責
務を規定することが適当であることから、「労働者以外の者で労働者と同一の場所において仕事
の作業に従事するものは、労働災害を防止するため必要な事項を守るほか、事業者その他の関係
者が実施する労働災害の防止に関する措置に協力するように努めなければならない」ものとしま
した（令和８年４月１日施行）。

問　３ 	 注文者は、その請負人（仕事が数次の請負契約によって行われるときは、当該請
負人の請負契約の後次の全ての請負契約の当事者である請負人を含む。）に対し、当該仕事
に関し、その指示に従って当該請負人に係る作業従事者が作業を行ったならば、労働安全衛
生法又は同法に基づく命令の規定に違反することとなる指示をすることが禁止されている。
解説３ 	 「違法な指示の禁止」に関する記述です。なお、事業を行う者が行う仕事の作業
に従事する者を「作業従事者」といいます。� ▶法31条の４　○
改正事項
「違法な指示の禁止」の規定では、「請負人の労働者」を労働させたならば法令に違反すること
となる指示をすることを禁止していたところ、「請負人に係る作業従事者」が作業を行ったなら
ば法令に違反することとなる指示をすることを禁止しました。これは、労働者と同じ場所で働く
労働者以外の者も対象に含めたものです（令和８年４月１日施行）。

問　４ 	 特定機械等の製造許可の申請は、都道府県労働局長が当該申請に係る特定機械等
の設計審査の業務を行うときを除き、厚生労働省令で定めるところにより、別表第１に掲
げる機械等に係る特定機械等ごとに都道府県労働局長が行った当該申請に係る特定機械等
の設計が所定の基準のうち特定機械等の構造に係る部分に適合しているかどうかの審査の
結果を記載した書類を添付して行わなければならない。
解説４ 	 「都道府県労働局長が行った」とあるのは、「登録設計審査等機関が行った」です。
なお、「登録設計審査等機関」とは、別表第１に掲げる機械等に係る特定機械等ごとに厚
生労働大臣の登録を受けた者をいいます。� ▶法37条３項　×
改正事項
特定機械等については、安全性能を確保するために製造許可制度及び製造時、設置時、使用時
の各段階における検査を義務づけています。これらのうち、製造許可制度における技術的基準の
審査に係る部分及び製造時の検査制度については、専門高度な知識、経験が求められるとともに、
新技術の誕生に伴う内容の高度化・専門化に対応する必要が生じているところ、専門性を持つ民
間機関の活用を促進して、安全を担保しながら制度の効率化を図るため、設問の規定が設けられ
ました（新設されました）（令和８年４月１日施行）。


